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Ⅰ．はじめに
地方都市中心市街地の「空洞化」が指摘されるようになって久しい。とりわけ，空地や空きビルの
増加など，中心市街地の事業用不動産に見られる利用率の低下は，地方都市における経済的衰退の象
徴として深刻に受け止められている。筆者らが 2014 年に行った全国調査（1）では，低利用化した事業
用不動産が 10 年前（2004 年）に比べて「増加している」「やや増加している」と回答した地方自治
体の比率が 47.3％に上っている（箸本，2016）。こうした低利用不動産の存在は，中心市街地の回遊
性を損ね，商店街や飲食店など路面店の経営に悪影響を及ぼすだけでなく，税収の低下や治安の悪化
など，多岐にわたる悪影響が懸念される。
他方，企業によるオフィスの統廃合や大型商業施設の郊外移転が進む中で，一旦低利用化した地方
都市の事業用不動産を，オフィスや商業施設などの用途で再生することには困難がともなう。このた
め，地方都市の多くは，オフィスや商業施設のみならず，公共施設や集合住宅をも視野に含めた事業
用不動産の再利用を模索している。とりわけ分譲マンションは，地価下落とともにアフォーダブルな
販売価格を提供できること，定住人口の増加が近隣の商業・サービス業に好影響を与えると期待でき
ることから，地方都市中心市街地の再開発事業を通じた整備事例が増加している。大塚（2004）は，
四日市市の中心市街地における店舗併用マンションの整備効果を検証し，新たな商業空間の創出や新
規出店者の事業機会確保など将来を見据えたプラス面を評価する一方で，既存商店街への波及効果が
乏しい点を挙げ，現状の中心市街地を活性化する効果は限定的であると指摘した。
ところで，バブル経済崩壊後の継続的な地価下落が，都心部においてアフォーダブルな分譲住宅の
大量供給を実現し，都心の人口回復を主導したことは，地方都市よりもむしろ大都市圏において注目
されてきた。例えば，阿部・宮澤（2005）は，東京都心部を対象とした国勢調査小地域集計の時系列
比較を通じて，商業地・事業用地の再開発事業や公営住宅の建て替えが進められた地域で人口回帰が
顕著に見られることを指摘した。また，矢部（2003）や小泉ほか（2011）は，それぞれ東京都港区，
東京都江東区という新たな住宅供給が顕著な地域で居住者を対象とするアンケート調査を実施し，居
住者の年齢・世帯類型，居住地選好，前住地などを検討した。とりわけ後者は，江東区豊洲地区に建
設された超高層マンションの居住者を分析対象として，1）代表的な都心居住者層である小規模世帯
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のみならず，従来は郊外の戸建て住宅を志向していたファミリー世帯や高齢世帯などが加わり，多様
な世帯の混住が見られること，2）「住宅双六」（2）に象徴される画一的な住宅取得意識が崩壊し，世
帯や個人の志向や経済力にもとづく多様化が進んでいること，3）雇用や給与水準などの不安要素が
増大する社会環境の中で，資産価値が下落しにくい「都心の超高層マンション」という選択が，リス
ク回避と不安の最小化に繋がることなどを明らかにした。
こうした大都市圏における研究の進展とは対照的に，地方都市における「まちなか居住」の事例研
究は極めて限られている。その中で大塚（2005）は，豊橋市中心市街地におけるマンション供給のメ
カニズムと居住者の居住地選好に注目し，1）地価下落と再開発補助金の投入が，郊外に比べて割高
な中心市街地における分譲住宅の事業採算性を担保したこと，2）中心市街地居住を志向する主な世
帯類型は，①通勤の利便性を重視する単独世帯，②公共交通の利便性や親との近居を意識する若年核
家族世帯，③公共交通に加え買物などの生活利便性を求める中年核家族世帯であること，3）大都市
圏よりも安く，かつ都心から近距離で戸建て住宅が入手可能な地方中規模都市でまちなか居住を推進
するためには住宅自体の居住性の向上が不可欠であること，を指摘した。大塚の指摘は，戸建て住宅
を志向する意識が大都市圏より強く，さらに戸建て住宅が中心市街地から近距離かつ安価に入手可能
な地方都市において，まちなか居住の前提となる分譲マンションの事業可能性と，居住者の世帯構成
や意識を明らかにした点で重要といえる。他方，まちなか居住者による中心市街地の商業・サービス
業に対する評価や，彼らが中心市街地に求める業種構成に関しては検討の対象とされていない。しか
し，郊外に大規模な商業集積が成立し，中心商業地の経済機能が相対的に低下している現状において，
まちなか居住者が求める業種構成を明らかにし，その実現可能性を模索することは，中心市街地の活
性化を図る上で無視できないと考える。
以上の問題意識をふまえ，本研究では，地方都市中心市街地の再開発地域に立地する分譲マンショ
ンの居住者を対象として，その年齢・世帯属性，現住地の選択理由，居住履歴等を整理するとともに，
中心市街地の既存商業集積に対する評価と希望，未利用不動産として放置されている大型店撤退跡地
の利活用に関する意識を明らかにすることを目的とする。なお，本研究の対象地域は静岡県浜松市中
心市街地（同市中区）であり，JR 浜松駅に近い再開発地域に 2006 年 8 月に竣功したＡマンションの
居住者を分析対象とする。
Ⅱ．対象地域の概要
（1）浜松市および浜松市中心市街地の概況
本研究の対象地域である静岡県浜松市は，静岡県西部の中心都市であり，戦前の繊維産業，戦後の
輸送用機械，楽器，電気機械産業に代表される工業都市としての性格が強い。2005 年に 12 市町村が
合併して全国第 2 位の面積規模（約 1,588 km2）を持つ地方自治体となり，2007 年には静岡市に次い
で県内 2 番目の政令指定都市に指定された。2016 年 1 月現在の総人口は 80 万 9 千人（3）で，県内最
大の人口を擁している。
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浜松市では，市域南部を東西に横切る JR 東海道本線，東海道新幹線を挟む，駅南，鍛冶町南，鍛
冶町北，東の 4 地区を中心市街地と位置づけている（4）。このうち，JR 浜松駅の北側を占める南北の
鍛冶町地区と東地区は，明治以降，製造業，卸売業，小売業が高密度に集積した中心業務地区とし
て繁栄し，第二次世界大戦による被災後もいち早く戦災復興土地区画整理事業の対象地域に指定され
た。しかし，製造業の相次ぐ郊外移転や卸売業の衰退・統廃合などを経て，浜松市中心市街地は産業
の空洞化に直面し，大規模な市街地再開発事業を通じて都市機能の回復と更新を目指している（5）。
表 1 は，商業統計から浜松市中心市街地の小売店舗数を推計した結果（6）である。これによれば，
2002 年から 2004 年の 2 年間で年間商品販売額は 11.2％増加した一方，店舗数は 4.2％，売場面積は
2.7％それぞれ減少している。また表 2 は，浜松市中心市街地活性化基本計画区域内に立地する 382
店舗の商業テナントに対して，2009 年に実施したアンケート調査の結果であり，小売，飲食両業種
の 8 割近くが，3 年前（2006 年）と比べて売上高・来店客ともに 10％以上減少したと回答している。
中心市街地における商業・サービス業の停滞は，大型店の動向にも如実に示されている。表 3 の通
り，1990 年時点の浜松市中心市街地には大型店が 7 店舗（百貨店 3，総合スーパー 2，専門店ビル 2）
あり，高い小売吸引力を維持していた。しかし 1991 年から 2007 年までの間に 5 店舗が相次いで閉鎖
表 1　浜松市中心市街地の小売店舗数・年間商品販売額等の推移
2002 年 2004 年
2004 年の対
2002 年増減率
店舗数 754 722 －4.2％
年間商品販売額（百万円） 9,711,694 10,510,896 8.2％
売場面積（m2） 92,777 90,290 －2.7％
出典）都心未来創造会議（2010）
表 2　2006 年と比較した 2009 年の販売実績の状況（浜松中心市街地のテナント 138 店舗に対する調査）
業種
小売 飲食 サービス 無回答 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
増加（10％以上） 3 5％ 0 0％ 1 2％ 1 33％ 5 4％
やや増加（5％以上） 3 5％ 0 0％ 4 8％ 0 0％ 7 5％
ほぼ横ばい（± 5％未満） 2 3％ 3 12％ 9 18％ 0 0％ 14 10％
やや減少（－5％以上） 2 3％ 1 4％ 8 16％ 0 0％ 11 8％
減少（－10％以上） 11 19％ 3 12％ 13 25％ 0 0％ 27 20％
かなり減少（－20％以上） 37 64％ 18 69％ 15 29％ 1 33％ 71 51％
無回答 0 0％ 1 4％ 1 2％ 1 33％ 3 2％
合計 58 100％ 26 100％ 51 100％ 3 100％ 138 100％
出典）都心未来創造会議（2010）
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され，現在も営業を継続する中心市街地の大型店は「遠鉄百貨店」，「メイワン」，そして 2000 年に西
武百貨店跡地の再開発事業で建設された「ザザシティ」の 3 店舗に過ぎない。とりわけ，戦前から営
業を続けてきた老舗百貨店「松菱」の経営破綻は，中心市街地の商業経営に大きな打撃を与えた（7）。
他方，浜松市郊外では，1998 年の都市計画法改正や繊維工場の撤退などを追い風として，売場面積
が 5 万 m2 を超える大型商業施設（ショッピングセンター）が相次いで進出した。「浜松プラザ」（2000
年11月開業，売場面積51,394 m2），「イオンモール浜松志都呂」（2004年8月，売場面積65,322 m2），「イ
オンモール浜松市野」（2005 年 6 月，売場面積 57,256 m2）などがその代表例である。こうした郊外
型ショッピングセンター（SC）は，長時間営業，シネマコンプレックス等のアミューズメント機能，
大規模駐車場などの魅力を備え，若者やファミリー層を主体とする消費を中心市街地から郊外へと誘
導した（湯川，2009）。
（2）中心市街地活性化の取り組み
浜松市中心市街地には，組合組織の有無を問わず計 14 の商店街があるが，これらと連携しつつ中
心市街地活性化の取りまとめを担う組織が，まちづくり会社である「浜松まちなかにぎわい協議会
（以下，にぎわい協議会）」である（8）。にぎわい協議会は，遠州鉄道，浜松信用金庫，浜松商工会議所
など地元企業や団体を出資者として 2010 年に設立された任意団体（9）であり，行政と手を携えて集客
イベント，情報発信機能の強化，商店街間のネットワーク創造，インバウンド対策など多岐にわた
る事業を手掛けている。とりわけ，集客イベントと情報発信機能の強化を重視しており，商店街を
フィールドとする参加型ワークショップの開催，商店主が専門的知識を伝えるまちゼミ，夏の芸術祭
などを継続的に開催してきた。
このうち，中心商店街に広く浸透した取り組みとして「まちゼミ」を挙げることができる。浜松市
のまちゼミは，愛知県岡崎市で2002年から始まった同名の事業を原型としている。個人商店を「教室」
に見立て，商店主が来場者に専門的な知識や技術を伝授するまちゼミは，固定客の開拓に寄与するだ
表 3　浜松市中心市街地の大型店推移（売場面積 10,000 m2 以上）
店舗名 小売業態 開業年 閉店年 跡地の現況
松菱 百貨店 1937 年 2001 年 空地
長崎屋・ニチイ 総合スーパー 1969 年 1992 年 オフィスビル
西武 百貨店 1971 年 1997 年 ザザシティ
丸井 ファッションビル 1971 年 1994 年 結婚式場
サゴー・モールプラザ 専門店ビル 1974 年 2012 年 駐車場
イトーヨーカドー 総合スーパー 1987 年 2007 年 JRA ほか
遠鉄 百貨店 1988 年 現存
メイワン 駅ビル 1988 年 現存
ザザシティ 専門店ビル 2000 年 現存
出典）浜松まちなかにぎわい協議会の資料をもとに筆者作成
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けでなく，商店主相互の紐帯を強め，まちの知名度を高めるなどの効果が期待されている。浜松市で
は，にぎわい協議会が各商店街に提案する形で 2011 年春にスタートし，1 回目は 26 店舗 28 講座を
集めて開講された。その後，2013 年夏の第 6 回からは商店街有志による自主運営に切り替え，講座
数も 47 店舗 68 講座と増加した。本業第一で無理をしない運営を心掛けているが，毎回の運営会議に
は若手の店主を中心に 20 人前後が集まり，商店主同士の横の連携が目に見えて強化されたという（10）。
このため浜松のまちゼミ事業は，中心市街地の起爆剤として期待が寄せられている。
（3）Ａマンションの概要
今回の調査対象であるＡマンションは，JR 浜松駅北口に隣接する旭・板屋Ｂ地区第一種市街地再
開発事業の一環として，2006 年 9 月に竣功した高層分譲住宅（タワーマンション）である。旭町・
板屋町は，JR 浜松駅北口と旧東海道にはさまれた地域であり，忠内・西原（2011）によれは，東海
道本線の開通以降は「繊維問屋の他に繊維工場・染色工場・菓子工場，倉庫などが次々と立地」し，
第二次世界大戦後も「さらに繊維問屋も増加し人や物資の往来が激しく，住宅・商店・向上・倉庫等
が混在した地区」（忠内・西原，2011，p.27）であった。その後，建物の老朽化と産業の空洞化が急
速に進行する中で，1987 年から板屋町東部（53.1 ha）が大規模な土地区画整理事業に着手し，隣接
する旭・板屋地区の再開発事業（2.0 ha）も 1993 年に都市計画決定された。
この再開発事業は，80 万都市の駅前再開発事業においてＡマンションを含む 2 棟の高層分譲住宅
を事業主体とした点が注目されたが，とりわけＡマンションの地上 116 m，34 階建て，販売個数 210
戸という物件の規模は，分譲マンションとしては県内最高層，浜松市内最大規模を誇った。施工・販
売を手掛けた不動産デベロッパー，大和ハウス工業の販売資料によれば，Ａマンションの特徴は，そ
の立地や規模に加えて，24 時間有人体制のサービスとセキュリティ，免震構造，24 時間 365 日体制
のゴミステーションや通信ネットワーク環境などの生活利便性などが謳われ，「ホテルライク」なサー
ビスの実現をセールスポイントとしていた。このため，分譲価格は 1,890 万円（1LDK）から 2 億 8,500
万円（4LDK），最多販売価格帯は 3,500 万円で周辺地域の物件より割高であったにも関わらず，販売
後間もなく完売している（11）。
Ⅲ．中心市街地居住者の世帯属性，前住地および現住地選択理由
（1）アンケート調査の概要
本アンケート調査は，2007 年に JR 浜松駅前に竣功したＡマンションの居住者を対象とし，居住
地移動を含む住民属性と中心市街地への評価の把握を目的として，2013 年 9 月～ 10 月の間に実施し
た。本調査は，一般財団法人浜松まちづくり公社との共催で早稲田大学教育学部箸本研究室が実施
し，予めＡマンション管理組合の承諾を得た上で全戸へのポスティングを行い，郵送方式により回収
した。調査内容は，1）現在のマンションの選択理由，2）日常的な買い物場所，3）浜松市中心市街
地に対する評価，4）浜松市中心市街地に必要と思う施設・機能，5）世帯属性の 5 項目に大別され
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る。調査票は郵便受けを経由して全 210 世帯に配布し，最終的に 60 世帯から有効回答を得た（回収
率 28.6％）。
（2）世帯属性
本調査の回答者は，性別を無回答とした 2 名を除いて，男性 17 名，女性 41 名である。その年齢構
成は，40 代（17 名），50 代（16 名）が全体の 57％を占める一方，30 代（6 名）から 70 代以上（7 名）
に至る幅広い層から回答が得られた（表 4）。
回答者の世帯人数は 1 名（単独世帯）から 4 名の間であり，全体のほぼ半数を 2 人世帯が占め，平
均世帯人数は 2.25 人であった（表 5）。浜松市の住民基本台帳（2016 年 1 月）によれば，市全体の平
均世帯人数は 2.47 人，中心市街地を含む同市中区のそれは 2.21 人であることから，回答者の平均世
帯人数はＡマンションがある中区のそれとほぼ重なる。一方，回答者の世帯構成を見ると，単独世帯
が 20％，夫婦，夫婦と子，母子・父子からなる核家族が 73％を占めている。国勢調査（2010 年）で
は，浜松市中区の単独世帯比率は 38.0％，核家族比率は 52.0％であり，Ａマンションの単独世帯比率
は中区平均より 18％低く，逆に核家族比率は 21％高くなる。この差は，価格帯が若干高く，ファミ
表 4　回答者の性別と年齢層（母数：58）
男性 女性 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
30 代 1 6％ 5 12％ 6 10％
40 代 4 24％ 13 32％ 17 29％
50 代 5 29％ 11 27％ 16 28％
60 代 4 24％ 8 20％ 12 21％
70 代以上 3 18％ 4 10％ 7 12％
合計 17 100％ 41 100％ 58 100％
出典）筆者らによるアンケート調査
表 5　回答者の同居家族人数とその構成（母数：59）
1 人 2 人 3 人 4 人 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
単独 12 100％ ─ ─ ─ 12 20％
夫婦 ─ 24 83％ ─ ─ 24 41％
夫婦と子 ─ ─ 8 89％ 8 89％ 16 27％
夫婦と親 ─ ─ 1 11％ 0 0％ 1 2％
母子・父子 ─ 3 10％ 0 0％ 0 0％ 3 5％
カップル・他 ─ 2 7％ 0 0％ 1 11％ 3 5％
合計 12 100％ 29 100％ 9 100％ 9 100％ 59 100％
出典）筆者らによるアンケート調査
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リー層向けの間取りが多い物件の特徴を反映したものとい
える。
Ａマンションの分譲価格帯の高さは，世帯主の職業構成
にも反映されている。表 6 は世帯主の職業を整理したもの
であり，「企業・団体の管理職」と「自営業」が 59 世帯中
33 世帯（56％）を占めるのに対して，「会社員・団体職員」
「教員・公務員」の合計は 12 世帯（20％）に過ぎず，世帯
所得の高さを示唆する結果となっている。
（3）前住地と居住履歴
次に，世帯主の前住地を検討する。Ａマンションは 2007 年 8 月に竣功したため，全回答者が必然
的に 1 回以上の転居を経験している。また，前住地を回答した 59 世帯うち 46 人の世帯主が 2 回以上
の転居を経験していた。表 7 は，世帯主のＡマンションに転居前の前住地を年齢層別に整理したもの
である。まず全体的には，同じ中区内での移動が 30 名（51％），次いで現在の中区を除いた旧浜松市
内からの移動が 11 名（19％）を占める。これに，静岡県内他市町村から移動した 8 名（14％）を加
えると 59 名中 49 名（84％）に上り，前住地の地理的範囲が比較的狭いことを示している。このこと
は，全国からの人口流入を引き起こす経済基盤を持たない地方都市において，優れた居住環境を求め
た近距離での転居行動が卓越した結果と考えられる。
年齢別に見た前住地の地理的分布も，全体傾向とほぼ同様であり，「30 代」から「60 代」までの年
齢層で浜松市中区からの近距離移動の比率が最も高い。これに対して，「70 代以上」の年齢層では，
無回答を除く 3 分の 2 の回答者が周辺地域（旧浜松市内，静岡県内の他市町村）から移動している。
その背景として，加齢とともに公共交通機関の便や生活利便性に優れた中心市街地を志向する傾向が
強まるとの仮説を提示できる。この点は，続く現住地の選択理由における検討課題としたい。
表 8は，転居回数が 2回以上と回答した 46名について，前住地と前前住地とを整理したものである。
この結果，現住地を含む過去 3 カ所の居住地のいずれもが浜松市中区で完結する世帯主は 46 名中 11
名（23.9％），また中区を含む旧浜松市内で完結する世帯主は 20 名（43.5％）であった。一方，過去
3 カ所の居住地のいずれかに首都圏を含む世帯主も 14 名（30.4％）に上り，その数は中区を含む世帯
主に次いで多い。また，過去 3回の世帯主居住地に首都圏を含む回答者の年齢層は，30代 2名（33％），
40 代 3 名（18％），50 代 2 名（12％），60 代 5 名（42％），70 代 2 名（29％）であり，年齢層ごとの
母数に対して 60 代，70 代の構成比が高い。この結果については，首都圏で定年を迎えた（あるいは
離職した）浜松出身者の帰郷行動による可能性を指摘しておきたい。
（4）現住地の選択理由
表 9 は，現住地であるタワーマンションの購入理由（複数回答）を性別，年齢別に集計したもので
表 6　世帯主の職業（母数：59）
実数 ％
企業・団体の管理職 21 36％
自営業 12 20％
無職（年金等） 10 17％
会社員・団体職員 9 15％
その他 4 7％
教員・公務員 3 5％
合計 59 100％
出典）筆者らによるアンケート調査
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ある。全体を通して最も高く評価された理由は「公共交通機関の便」（82％）であり，次いで「セキュ
リティや管理体制」（67％），「建物の耐震構造」（63％），「リセールバリュー」（47％），「買い物など
の生活利便性」（45％），「住まいとしてのステイタスの高さ」（42％）の順で上位 6 位までが構成され
ている。ここで特徴的な点は，伊藤（1991）が郊外住宅地で指摘した居住地評価をめぐる性差が見ら
れない点である。今回の調査結果では，女性の平均項目選択数が男性よりもやや少ない点を除いて，
上位を占める選択理由とその順位は男女間で全く同一であった。
これに対して，年齢別の選択理由には一定の差が見られた。「公共交通機関の便」では 30 代，50 代，
60 代がそれぞれ最上位に評価している一方，40 代は「建物の耐震構造」，また 70 代以上は「セキュ
リティや管理体制」を，それぞれ最上位に評価している。総じて，若年層や 50 代，60 代は生活上の
利便性を，また子育て世代にあたる 40 代および 70 代以上では，安全面を重視する傾向が見られる。
また，70 歳以上の回答者は「リセールバリュー」を高く評価する傾向が見られた。この評価は，資
表 7　回答者の年齢別前住地（母数：59）
30 代 40 代 50 代 60 代 70 代以上 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
浜松市中区 2 33％ 10 59％ 10 59％ 6 50％ 2 29％ 30 51％
浜松市内の他区 0 0％ 4 24％ 4 24％ 0 0％ 3 43％ 11 19％
静岡県内の他市町村 1 17％ 2 12％ 1 6％ 3 25％ 1 14％ 8 14％
豊橋市・名古屋市 0 0％ 0 0％ 1 6％ 1 8％ 0 0％ 2 3％
首都圏 0 0％ 1 6％ 1 6％ 2 17％ 0 0％ 4 7％
海外 1 17％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 1 2％
無回答 2 33％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 1 14％ 3 5％
合計 6 100％ 17 100％ 17 100％ 12 100％ 7 100％ 59 100％
出典）筆者らによるアンケート調査
表 8　2 回以上転居者の前住地と前前住地（母数：46）
前住地
前前住地
浜松市中区 旧浜松市内
静岡県内の
他市町村
豊橋市・
名古屋市
首都圏 海外 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
浜松市中区 11 46％ 2 22％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 1 100％ 14 30％
旧浜松市内 5 21％ 2 22％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 7 15％
静岡県内の他市町村 2 8％ 1 11％ 1 13％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 4 9％
愛知県・三重県 1 4％ 2 22％ 1 13％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 4 9％
首都圏 4 17％ 2 22％ 5 63％ 0 0％ 2 67％ 0 0％ 13 28％
関西以西 0 0％ 0 0％ 1 13％ 1 100％ 0 0％ 0 0％ 2 4％
海外 1 4％ 0 0％ 0 0％ 0 0％ 1 33％ 0 0％ 2 4％
合計 24 100％ 9 100％ 8 100％ 1 100％ 3 100％ 1 100％ 46 100％
出典）筆者らによるアンケート調査
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産保全というリスク回避の意識が働いているからであろう。
以上の結果から，Ａマンションの居住者像は次のように整理できる。Ａマンション居住者の世帯構
成は 40 代，50 代の核家族世帯を主体としており，中心市街地の交通利便性，生活利便性を評価して
いる。また，セキュリティ，免震構造，リセールバリューなど幅広い面でリスク回避への意識が強い。
前住地は現在の中区を含む旧浜松市内が約 7 割を占め，総じて移動距離は短いものの，居住履歴全体
では首都圏の比率も一定数に達しており，転勤あるいは帰郷にともなう居住地移動の存在を示唆する
結果となっている。
Ⅳ．中心市街地への評価
本章では，引き続きＡマンションの居住者アンケートの分析を通じて，居住者による中心市街地へ
の評価を，中心市街地への満足度，日常生活で最も利用する商業施設，大型店跡地の利活用に対する
希望，まちゼミへの評価という 4 つの視点から検討していく。
（1）中心市街地への満足度
回答者全体の浜松中心市街地への満足度は，「満足」が 27％，「やや満足」が 31％であった（図 1）。
この結果を年齢別で見ると，「満足」「やや満足」というプラス評価の合計が最も高いのは 30 代と 70
代以上の 83％であり，40 代から 60 代までのグループは年齢層の上昇とともにプラス評価の割合が逓
表 9　タワーマンションの購入理由（複数回答）
性別 （母数：58） 年齢層別 （母数：59） 合計
（母数 60）男性 （17） 女性 （41） 30 代 （6） 40 代 （17） 50 代 （17） 60 代 （12） 70 代以上 （7）
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
鉄道・バスなど公共交
通機関の便が良い
14 82％ 33 80％ 4 67％ 12 71％ 15 88％ 11 92％ 6 86％ 49 82％
買い物などの生活利便
性に優れる
8 47％ 18 44％ 3 50％ 7 41％ 5 29％ 7 58％ 4 57％ 27 45％
通院先など健康管理面
での選択肢が多い
3 18％ 6 15％ 0 0％ 2 12％ 3 18％ 2 17％ 2 29％ 9 15％
本人・家族の通勤・通
学先に近い
5 29％ 8 20％ 0 0％ 6 35％ 5 29％ 2 17％ 0 0％ 13 22％
建物が耐震面で安心で
きる
12 71％ 26 63％ 2 33％ 15 88％ 8 47％ 7 58％ 6 86％ 38 63％
セキュリティや管理体
制が満足できる
12 71％ 27 66％ 1 17％ 13 76％ 11 65％ 7 58％ 7 100％ 40 67％
住まいとしてのステイ
タスが高い
8 47％ 16 39％ 3 50％ 11 65％ 4 24％ 2 17％ 4 57％ 25 42％
売却時のリセールバ
リューが高い
9 53％ 18 44％ 0 0％ 9 53％ 9 53％ 4 33％ 6 86％ 28 47％
眺望が期待できる 8 47％ 13 32％ 1 17％ 8 47％ 7 41％ 3 25％ 3 43％ 23 38％
出典）筆者らによるアンケート調査
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減する。とりわけ 60 代では，「やや不満」「不満」というマイナス評価が 59％で，プラス評価を 18
ポイント上回っている。
これに関連して本調査では，中心市街地に満足する理由，不満を感じる理由を，それぞれ自由回答
方式で質問した。このうち「満足する理由」では，「商業・サービスの利便性の高さ」に言及したコ
メントが 16 件，「交通の利便性の高さ」を指摘した意見が 15 件寄せられた。これに対して「不満を
感じる理由」では，「商業・サービスの利便性の低さ」を指摘するコメントが 21 件，「地下道による
歩車分離がもたらす移動距離の増大（12）」を挙げるコメントが 8 件寄せられ，「商業・サービス業」へ
の評価が二分される結果となった。浜松市中心市街地の商業環境をプラスに評価する意見としては，
「徒歩圏で一通りのものが揃う」「仕事帰りに買い物ができる」「デパートからミニスーパーまで幅広
い」「郵便局，銀行，市役所，コンサートホールが徒歩圏にある」などが代表的な意見であり，ワン
ストップ・ショッピング性，業態の幅，公共施設・公共機関へのアクセスが評価されている。
これに対して，「商業・サービス業」へのマイナス評価では，「地元資本（遠鉄）の百貨店しかなく
品揃えが不満」「ミニスーパーでは品揃えが限られる」「個人商店が少ない，活気がない」「夜の閉店
時間が早い」など，百貨店に代表される高次財では品揃えの質的側面に，またスーパーや個人商店が
提供する食品・日用雑貨品などの低次財では品揃えの幅や営業時間を含めた活気に，それぞれ不満が
集中した。また，中心市街地の商業・サービス業を「満足」と評価した回答者のコメントの中にも，
「大きな買い物は名古屋へ行く」「郊外のスーパーに品揃えで劣る」「郊外のスーパーに比べて割高」
「商店街はシャッターが閉まり人気がない」など，飲食を含むサービス機能は評価しつつも，物販機
能への不満を指摘する意見が少なからず見られた。以上のコメントを総括すると，飲食・サービス機
能では路面店を含めて一定の評価が得られている反面，物販機能では，一通りの財は揃うものの，品
図 1　浜松中心市街地への満足度
（出典）筆者らによるアンケート調査
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揃えの質や幅には不満も多く見られ，とりわけ商店街に代表される路面店の評価は低いと言わざるを
得ない。
（2）日常生活で最も利用する商業施設
浜松市中心市街地の商業・サービス業に対する評価は，日常生活の中で最も利用する商業施設にも
反映されている（図 2）。これによれば，物販では，「高級品・アクセサリー」（70％）を筆頭に，「生
鮮三品」（44％），「日用雑貨・衣料品」（36％）の 3 品目ともに，浜松駅前の大型施設（図 2 参照）
が最も利用されており，これに中心市街地のチェーン店や個人商店を加えると，「生鮮三品」では
91％，「日用雑貨・衣料品」では 61％，そして「高級品・アクセサリー」では 72％の回答者が，浜松
駅前の商業施設を最も良く利用している。
また，中心市街地空洞化の大きな理由とされる郊外型大型店への流出は，「生鮮三品」で 7％，「日
用雑貨・衣料品」で 34％に留まり，いずれの数値も浜松駅前の大型施設を下回っている。その一方で，
「高級品・アクセサリー」では 22％が静岡・名古屋・東京の商業施設を利用すると回答している。こ
うした傾向は，購入頻度が高い生鮮品については割高を承知で浜松駅前の商業施設を利用しつつ，品
揃えの幅を求める日用品では郊外の大型店，品質やブランドを重視する高級品では上位都市をそれぞ
れ使い分けるものであり，可処分所得に比較的余裕がある中心市街地居住者の消費行動を示したもの
といえる。
その反面，中心市街地にある物販系の個人商店に対する評価は低く，最も利用するとした回答者の
比率は，「生鮮三品」で 5％，「日用雑貨・衣料品」で 4％，「高級品・アクセサリー」で 2％に留まっ
ている。ただし「外食」に関しては，中心市街地の個人商店（飲食店）を最も利用するとした回答者
図 2　日常生活で最も良く利用する商業施設・機能
（出典）筆者らによるアンケート調査
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比率が 50％に達し，駅前の大型施設（32％），郊外の大型店（9％）を大きく上回っている。
（3）大型店跡地の利活用に対する希望
最後に，浜松市中心市街地の活性化事業に対して，その一次商圏に居住するＡマンション住民の評
価と希望を整理する。前述の通り，浜松市中心市街地が直面する課題として，1）大型店の撤退と跡
地の未利用化，2）個人商店を軸とする路面店（商店街）の衰退という 2 点を挙げることができる。
1）については，1990 年以降に中心市街地から順次撤退した大型店のうち，「松菱百貨店」（空地），
「SAGO」（駐車場）の跡地が 2013 年 9 月現在低未利用地として残存しており，本アンケートではそ
の跡地利用として希望する施設を尋ねた。また 2）については，中心市街地の路面店が商店街横断的
に実施している「まちゼミ」に対する参加状況と評価を把握した。
表 10 は，大型店跡地に導入を希望する施設の集計結果であり，「百貨店・専門店」（47％），「ミニ
スーパーなど生活必需品が揃う店」（40％），「公園・広場」（33％）が上位を占めたほか，サービス施
設（飲食店・スポーツ施設），文化施設（図書館，劇場・映画館），医療・福祉施設（医療・育児支援・
高齢者ケア）など，多岐に渡る希望が出された。とりわけ，上位 3 施設の中に，商業施設と公園・広
場という対照的な用途が含まれていることは注目に値する。表 11 は，この上位 3 施設に生活支援施
設を加えた計 4 施設について，年齢層別での希望状況を集計した結果である。これによれば，「百貨
店・専門店」を志向する居住者は 50 代以下の層に多く，60 代，70 代の居住者はより生活に密着した
「ミニスーパー」への希望が強まる。また「公園・広場」は，30 代と 70 代以上の居住者の希望が多
いが，とりわけ同居子の末子年齢が 15 歳未満の世帯では，7 世帯中 5 世帯が「公園・広場」を希望
している（13）。一方，「生活支援施設」は 50 代以上の居住者の関心が高い反面，40 代以下で希望する
表 10　中心市街地の大型店跡地に導入を希望する施設（3 つまで選択可，母数：58）
実数 ％
買回り品に特化した百貨店・専門店 28 48％
ミニスーパーなど生活必需品が揃う店 24 41％
公園・広場 20 34％
飲食店 15 26％
図書館 12 21％
劇場，映画館など文化施設 11 19％
医療，育児支援，高齢者ケアなど生活支援施設 11 19％
スポーツ施設，フィットネス　　　　　　　  11 19％
大規模な書店・ミュージックショップ　　　 10 17％
出張所など行政の出先機関　　　　　　　　　  8 14％
その他  7 12％
住民が気軽に出会えるスペース　　　　　　  5  9％
出典）筆者らによるアンケート調査
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居住者は皆無に近い。こうした結果は，中心市街地に対する居住者ニーズが，年齢や家族構成によっ
て細分化していくことを再認識させるものといえる。
（4）まちゼミへの評価
個人商店が取り組んでいる「まちゼミ」に対する評価は，現時点では極めて厳しい。表 12 はＡマ
ンション住民による「まちゼミ」への参加状況を示しているが，参加経験を持つ居住者は 59 名の回
答者中 2 名（3％）に過ぎず，42 名（71％）は「まちゼミ」そのものを認知していなかった。また，「知っ
ているが参加したことはない」と回答した 15 名に不参加の理由を尋ねた結果，「参加したい講座がな
い」とする回答が 4 名に留まった一方で，「時間が合わない」とする回答は 10 名に上った。現在，「ま
ちゼミ」の多くは，繁忙期の時間帯を避けて平日の昼間に開催される場合が多い。このため，広報手
段を見直して認知度を高めるとともに，有職者が参加しやすい時間帯を検討する必要がある。
一方，わずか 2 名ではあるものの，実際に「まちゼミ」に参加した居住者のコメントは，「低料金
で専門の方とお話を聴け，実際に作ることもできて楽しかった。もう少し頻繁にあったら良い（味噌
表 11　中心市街地の大型店跡地に導入を希望する施設（4 施設に対する年齢層別評価）
30 代 （6） 40 代 （17） 50 代 （17） 60 代 （12） 70 代以上 （6） 合計（58）
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
買回り品に特化した百貨
店・専門店　　　　
3 50％ 10 59％ 8 47％ 4 33％ 2 33％ 28 48％
ミニスーパーなど生活必
需品が揃う店
2 33％ 6 35％ 5 29％ 7 58％ 3 50％ 24 41％
公園・広場 4 67％ 5 29％ 5 29％ 3 25％ 3 50％ 20 34％
医療，育児支援，高齢者
ケアなど生活支援施設
0 0％ 1 6％ 5 29％ 2 17％ 3 50％ 11 19％
出典）筆者らによるアンケート調査
表 12　中心商店街が実施する「まちゼミ」への参加と認知度（母数：59）
参加したことがある
知っているが参加
したことは無い
知らない 合計
30 代 0  0  6  6
40 代 1  7  9 17
50 代 1  5 11 17
60 代 0  3  9 12
70 代以上 0  0  7  7
合計 2 15 42 59
出典）筆者らによるアンケート調査
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作り・だし講座）」「参加者は少なかったが，内容は良かった（お香（聞香）体験）」と，その評価は
まずますであった。また，上述のように「参加したい講座がない」とする指摘は少数に留まっている
ものの，「あったら良い」とする希望もまた多岐に及ぶ。具体的には，フィナンシャル，ワイン（試飲，
テイスティングを含む），手芸，自家製パン，自転車のメンテナンス，フィットネス，魚の捌き方な
どに複数の希望が寄せられているが，これらの講座の多くが浜松の「まちゼミ」では開講されていな
い。「まちゼミ」は，講座内容が参加する商店主の専門分野に制約されるため，顧客のニーズとの間
でミスマッチが生じやすい。広報や開催時間とともに今後の課題といえる。
Ｖ．おわりに
1990 年代後半以降，地方都市中心市街地の空洞化が加速し，その社会経済的影響が指摘されるよ
うになった（注 14：渡辺など）。製造業の後退やバブル景気の崩壊にともなう都市経済そのものの縮
小のみならず，旧まちづくり三法（1998 年～ 2006 年）による大型商業施設の郊外誘導，全国企業の
リストラクチャリングにともなう支店経済の縮退，そして中心商業地の担い手であった路面店の地盤
沈下などが重なったためである。
都心業務地区における商業・業務機能の縮小は，東京をはじめとする大都市圏でも見られるが（阿
部・宮澤，2005），都市の経済規模が小さい地方都市では，この傾向がより明瞭かつ急速に進行した。
縮退する商業・業務機能に代わって都心の担い手となったのが，分譲集合住宅に代表される住宅機能
であった。2006 年に改正された中心市街地活性化法がコンパクトシティを政策目標として，まちな
か居住を推進したことも追い風となり，大型店やオフィスビルの撤退跡地が高層マンションに転用さ
れる様子は，今日では都市の規模を問わず都心部の日常的な光景となった。成長期の都市は，その外
縁部に住宅機能を押し出したが，経済的に縮退期を迎えた都市が郊外を均等に縮小することは困難で
ある。このため，都心の住宅地化を先行させる形で，事実上，都市のコンパクト化を進めてきたので
ある。
一方で，都心に供給された分譲住宅は相対的に割高であり，所得による居住者の棲み分け（segre-
gation）が発生しやすい。大都市圏より地価水準が低い地方都市の場合，この傾向は建設コストが高
いタワーマンションほど顕著となる。また，郊外住宅地では居住世帯の構成がほぼ均質であるのに対
して，都心のタワーマンションでは居住世帯の多様性が高い。今回のＡマンションの事例でも，30
代の単独世帯から高齢世帯まで幅広い世帯属性を確認している。しかし，相対的に高い所得水準を持
つ居住者層の増加は，商圏の空洞化に頭を悩ませてきた中心市街地にとって絶好のビジネスチャンス
となる。実際，まちなか居住者の多くは中心市街地に交通利便性と生活利便性の双方を期待しており，
今回の調査でも高次財から低次財まで中心市街地の利用頻度は高い。その反面，彼らの期待水準を満
たし得ない商業・サービス業は選択肢から除外される。上位都市（名古屋・東京）での高次財の購入，
郊外大型店での日用雑貨・衣料品の購入，物販にかかる個人商店の低い利用率などはその証左と言え
るであろう。
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また，「百貨店の復活」に象徴される，居住者の中心市街地への過度なニーズは，都市の現実的な
経営戦略との間に齟齬を生じさせかねない。浜松市の場合，2001 年に老舗の松菱百貨店が撤退した
のち，その跡地に都市型百貨店を誘致する計画が何度となく持ち上がったが，いずれも実現すること
なく今日に至っている。新聞報道によれば，現在進められている再開発計画は「商業施設とオフィス
ビルを組み合わせた地上 8 階建て程度の複合ビル」（14）であるが，これさえも「商業テナントの誘致
が難航」し，「オフィスビルを軸とした計画に改めざるを得ない」（15）とデベロッパーが理解を求める
状況にある。浜松市中心市街地における 15 年越しの大型店跡地利用計画は，「身の丈に合った開発」
と「居住者や地権者が抱く過大な期待」との摺り合わせの難しさを表象するものといえる。
本稿は，早稲田大学教育学部箸本研究室が，2013 年度に浜松市で実施した地理学演習（3 年生）の
一環として実施した地域調査の結果を再構成したものである。調査にあたりお世話になった皆様に心
よりお礼申し上げます。
註
（ 1 ） 武者忠彦・菊池慶之・久木元美琴・駒木伸比古・佐藤正志ならびに筆者の 6 名が，2014 年 6 月に郵送留置
方式によるアンケート調査を実施した。なお本調査は，科学研究費（基盤（B），課題番号 25284170）の一
環として実施した。
（ 2 ） 世帯の成長にともなう居住面積の確保や持家志向などを通じた「間借り→賃貸集合住宅→持家戸建」という
住宅遍歴（川口，1997）。
（ 3 ） 2016 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳人口に基づく。
（ 4 ） 浜松市商工部の区分（都市未来創造会議，2010）に基づく。
（ 5 ） 浜松市東地区の土地区画整理事業については，忠内・西原（2010）に詳述されている。
（ 6 ） 経済産業省「商業統計」各年次の 4 次メッシュ（500 m 四方）データを用いて，中心市街地に該当する町丁
の面積による案分を行い，商店数等を推計している（都市未来創造会議，2010）。
（ 7 ） 浜松市商工部商業政策課が 2009 年に浜松市中心市街地の商業テナント（小売業，飲食業，サービス業の計
138 店舗）を対象とした調査によれば，全体の 54％，小売業（58 店舗）の 69％が，松菱の経営破綻や大型
店の開業は売上に「影響がある」と回答している（都市未来創造会議，2010）。
（ 8 ） 浜松まちなかにぎわい協議会における聞き取りによる。
（ 9 ） その後，資金調達の必要上から法人化に踏み切っている。
（10） 調査時の 2013 年現在，浜松市中心市街地「まちゼミ」事業の実行委員会委員長を務めていた佐々木まり子
氏への聞き取りによる。
（11） 浜松市中心市街地の不動産業者への聞き取りによる。
（12） 浜松駅北口の整備事業の一環として，幹線道路の横断歩道を廃止し，地下道を用いた歩車分離が採用された。
しかし，道路の横断に際して地下道への迂回が必要となるため，アンケート調査では高齢者を中心に多くの
不満が寄せられた。
（13） 一方，同居子の末子年齢が 15 歳以上の世帯で，「公園・広場」を希望する世帯は 7 世帯中 2 世帯に留まって
いる。
（14） 静岡新聞 2015 年 10 月 10 日付記事による。
（15） 静岡新聞 2015 年 10 月 10 日付記事による。
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